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対米自動車輸出自主規制の経済効果 1981-83

小野

1981年より日本の対米告動車岳主規制(VER，

Voluntary Export Restraint， と略す)は現

設も継続してしもo 1970年代後半の世界経済

成第}次オイノレショッグから完全に立ち直れ

ぬまま第友次オイルシ器ツクの影響さど受け，基

本的には産油爵の経常収支の黒字，その飽諮摺

〈先進国及び発展途上霞)の経鍵収支の赤字と

いう じさせた。岡本経済は辻較的第2

次オイノレシ謀ツグからの立ち誼りは早かった

が，アメ Pカ及びEC諾蜜の場合はより深刻で

あった。かかる文脈で:'1976年のEC委員会によ

る鉄鏑・自動車・造船・ベアワングに関する官

主規舗の華客求や， 1978年のアメザカ政府による

日本からの鉄鱗輸入にかんするトワガ一極格制

度の導入が理解されるであろう。 1970年代の日

米経済欝係を理解するうえで，アメリカの対日

貿易赤字額‘が参考となるであろう。『間際比較

統計JJ(日本銀行調査統計局〉 によれば， アメ

リカの対日貿易赤字は1975年に16寵83百万ドル

であったものが， 1978年まで増加の一途をたど

り1978年にはついに否億ドルの大台を謡えて，

124譲77百万ドノレとなった。 1979年に一時的に

88縫55百万ドノレと減少したが，次の年には再び

ドルを越える赤字となっている。このよう

な貿易収支の不均衡は，そのかなりの部分を占

める日本からの自動車の輪出に毅習すると

られるのは当然であろう。しかも日本からのア

メリカへの自動琢輸出には著しい特数があるo

O1Jえは 1975年に白木からプメヲ-JJへの乗F寝室与
の輸出は約71万台であったが，三プメ玖カからの

輸入は16，469台であった。いま輸入台数と輸出

台数を比較するため，輸入台数をガッコ内の数

‘，71:.と
fr=t 

字で示すものとする。 1977年には1，339，023

(14，411)台， 1978年には1，408， 669 (13， 293)台，

1979年には1，546，740(20，660)台， 1980年には

1， 819， 092(10， 450)台と変化している。即ち，

日本からの自動車の輸出はアメヲカにとっては

無視できない存在となっているが，地方日本市

場では日本の王手のみが走っているのである。か

かる状況のもとで， 自動車の自主説剰が出てき

たので、ある。 VERは1981年から1983年までは

168万台と規制されていたが， 1984年3月に切

れるVEIえが1年開延長されその代わり規制枠

は185万台となった。このVERは現:tEも継続

されてお今， 1985年から1987年までは230万台

の枠となっている。 (1987年においてはこの規

舗枠を達成出来ない罷勢は明らかであるが，

1988年でも VERの離続が決定されている。)
本議文が民的としているVERの経済効楽にか

んしては備えば，Collyn詰andDunaway (1987) 

の研究があり， 1蹄格に及ぼすVERの購買ミきへ
の費用はそれぞれ1981年から1984年まで， 16.5 

龍ド/レ， 41.1鰭ドソレ， 66.0龍ドルである。しか

し，かれらの研究では自動車産業の市場形鶏の

特殊性は何ら考議されていない。現在日本で

は，乗用主与を生産している企業の数は10社に満

たないのである。他方，アメヲカにおいては

GM， Ford，及びChryslerの三大企業がぬき

んでている。このような市場形態のもとでは寡

点の企業行動を陽表的に取り入れたモデルを考

えることが謎まれるであろう。Dixit(1987)は

アメリぷカの自動E客室長業における致府の政策を考

える擦に霧占ょをデfレを{実用している。しかlJJj

そこで考蔑されているのは最適関税と最議補助
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金であり， VERによる経済効果は考慮されて

いない。我々の目的はこのDixitのモデルを

使用してVERの経済効果を計算することにあ

る。我々の推定結果によれば， 1981年から1983

年までの三年間の消費者のVERによる損害は

それぞれ12.17億ドル， 27.98億ドル，及び20.22

億ドノレであり， Col1yns and Dunawayの推

測結果ほどは大きくはないが無視できない程度

のものであることがわかる。また，市場形態に

関してはVERによってアメリカの自動車市場

は寡占的傾向を強め， 日本の市場はむしろ競争

的様相を呈しているように思われる。これはア

メリカ市場に本来輸出されたで、あろう日本の自

動車が圏内市場にその販路を求めた結果と考え

られる。

さて，本論文の構成は以下のようになってい

る。

第1節では，モデルの基本的特徴が述べられ

る。そこでは，我々の仮定する線形の需要関数

の形が明示され，それらと限界費用一定の想定

のもとでの費用関数から， 日本とアメリカにお

ける社会的厚生の計算方法が明らかにされる。

第2節では，需要関数のパラメーターの推計方

法が示される。第3節では，資料の説明がなさ

れ，これで以下で、の分析の準備が総て整ったこ

とになる。第4節では， 自動車の自主規制後の

社会的厚生を計算し，企業の市場行動の変容に

ついても触れている。第5節では，仮想的に日

本が自主規制を行わなかった場合を想定して社

会的厚生を計算している。第6節では，相対的

な考察が行われ，特に費用格差と競争力の問題

及び弾力性の異なる値の社会的厚生への効果が

吟味されている。第7節では，本論分の幾つか

の主要な結論が簡単に述べられている。最後

に，付録では日本にとって最も興味あると思わ

れる日本企業が費用面で highercase， アメ

リカの企業が lowercase の場合を考察して

いる。

1. モデルの説明

1. 1状況の設定

問題を簡単にするため，ここでは日本とアメ

リカの二国モデルを考える。アメリカと日本で

はそれぞれ対称的 (symmetric)な企業が m
及び的存在するとしよう。これらの企業の数

はそれほど多くはないので，それぞれの市場で

個々の企業は寡占的行動をとるとする。日本の

的企業は圏内需要と圏外需要(輸出)に応え

るために生産を行っている。これに対して，ア

メリカの的企業は圏内需要を満たすためにの

み生産を行っている。この仮定は上で述べた日

本とアメリカの非対称な貿易構造によりそれほ

ど特殊なものとは思われない。又，アメリカ市

場において日本車とアメリカ車は不完全代替で

あると仮定する。これは，例えば，アメリカの

企業の作る大型車と日本企業の作る小型車がア

メリカ市場で、走っている状況を想定するとよい

であろう。

さて，上で、述べた仮定によりそれぞれの市場

で以下の需要関数を想定出来るであろう。

アメリカ市場での国産車に対する需要

(1) Ql =A1-B1Pl +Kp2
F 

アメリカ市場での日本車に対する需要

(2) Q2F=A2+KP1-B2P2F 

日本市場での国産車に対する需要

(3) Q2D=Aよ-B2'ρzD

ここで， Qh Q2F， Q2D はそれぞれアメリカ

におけるアメリカ車に対する総需要，アメリカ

における日本車に対する総需要，及び日本にお

ける国産車に対する総需要を表す。ム，P2F，及

びP2
D は上の表示方法に対応するそれぞれの価

格を表す。又，上の(1)，(2)及び(3)式における総

てのパラメーターは正の{直をとり，B1B2-K2 

>0である。これらの需要関数より逆需要関数
を以下のように導くことができる。

仏)ρ1=al-blQl-kQ2F 

(5) P2F=a2-kQl-b2Q2
F 
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一(6)ρ2D=αよ-"-b2'Q2D

ここで，-b1b2ーが>0である。
上で与えられた需要体系から以下の三つの弾

力性を定義する事ができるであろう。

(a) 総市場弾力性

これは基準時点のアメリカの自動車(大型

車と小型車)の価格が比例的に上昇したとき

に，アメリカの自動車に対する需要がどう変

化するかを基準時点で測るものである。

A dQl(Aρ) 1 
(7) 伽=一一一・一一一一一|

Ql - dA IA=l 

ここで， ρは価格ベクターで ρ=(ρ10P/) 

である。

(b) アメリカ車と日本車の代替の弾力性

これはアメリカ市場で自動車の相対価格が

1%変化したときに，それに対応して国産車
と輸入車の需要が相対的にどう変化するかを

表す。

d log(Ql/Q2F) 
(8) es=一一一一 一

d log(Pl/p/) 

(c) 日本における国産車に対する需要の価格弾

力性

これは文字どおり日本の自動車価格が1%
上昇したときに，これに相応して自動車の圏

内需要が何%変化するかを表す。

1. 2 企業行動一一推測変動によるアプローチ

これまでは，主として自動車市場における消

費者の行動を考えてきた。最初に，利潤が最大

になるように qlの数量を販売している典型的

なアメリカ企業を考える。簡単化のため，限界

費用一定の費用関数を仮定する。すると，一次

の限界条件は以下のようになるであろう。

dp 
iうl-Cl十q2':';~1 =0 2 dql 

ここで Clは限界費用を表す。上の式で，導関

数の部分はこの典型的企業が供給量を変化した

とき他の企業がどう反応するか， ということに

関する推測を反映している。もし， クールノー

の場合であれば，dρl/dql= -b1 となる。 も
し，競争の度合いが強まってくると，数量の変

化に対しても価格は殆ど変化しないであろうか

ら，導関数はマイナスの値をとるが数値的には

だんだん小さな値をとるようになるであろう。

完全競争という極限状態では，各企業は自分の

数量を変化させても市場価格に何ら影響を与え

ることは出来ないと思うであろう。前述のよう

に， 総ての企業は同じ規模を持つ symmetric

な状況にあるから，上で、述べた限界条件が同様

に n1の企業に成立することになる。従って，

この限界条件を集計すると以下の式を導くこと

ができる。

(10)ρl-Cl -Ql V1 =0， 

ここで V1は総推測変動 (aggregateCOIト

jectural variations)を表し，V1=1/n1・#1/

dqlに等しい。各企業がクールノーの仮定のも

とで行動しているとすると，V1=b1/n1に等し

い。もし，市場がより競争的であれば V1 の値

は数字的に小さくなるであろう。別の観点から

この問題を見てみると， も1..-n1* =bt!V1 のア
メリカの企業がクールノーの仮定を満たして行

動しているとすると，同ーの市場均衡が生ずる

であろう。 nl*をクールノーの仮定を満たす企

業数 (Cournot-equivalentnumber of firms) 

と呼ぶと， これを実際の企業数 nlと比較する

ことができる。もし，実際の行動がクールノー

の場合よりも競争的であれば， より競争的な場

合の各企業の供給量の変化による市場価格に与

える予想は， クールノーのケースムよりも小

さいであろう。従って，nlくnl*という関係が

ある。同様な考えを，実際の企業がクールノー

の仮定のもとで行動した場合の均衡価格を決定

するために適用できるであろう。即ち i¥=

b1/nlを計算して， これをM)式に代入すること

により， ρ1 の値を計算することができる。(~\

の{直は V1のイ直よりも大きいことは明らかであ

ろう。) この計算方法で求められた均衡価格は

観察される価格を超過しているであろう。

同様にして， 日本の企業に対しでも帥式に対

応する関係が成立する。

。ヵ ρ2F-C2-t-f -Q2FV2F=0 
(12) P2D_C2-Q2DVtD=0 
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ここで，帥式は輸出する際の限界条件を表して

おり， M式は圏内に脹売する場合の限界条件を
表している。帥式において，t及びfはそれぞ
れ関税率及び輸送運賃を表している。 V2F 及び

V2D に関しては V1 と同様に説明されるであろ

う。又， ここでは国内で需要される場合と圏外

で需要される場合とでは同じ生産関数が使用さ

れると仮定している。但し，VERの場合には
帥式で表される限界条件は適用されないであろ

う。何故ならば，その場合各企業にとっての問

題は割り当て (quota) 問題であり， これは既

に慣行的に決定されていると仮定する。

1. 3 社会的厚生への影響

この節では， VERの行われていない場合，
例えば1980年の社会的厚生を計算する方法を明

らかにする。最初にアメリカの場合を考えてみ

よう。アメリカの消費者の総効用関数が以下の

形で与えられているとする。

U=QO+U(Qh Q2F) 

ここで，Q。は実質のドノレで、測られた競争的ニ

ューメレール財の総、消費を表し，Uはアメリカ

の自動車部門に対する二次の部分効用関数で

U(Q" Q2乍 a1Ql十山Q2F-i
(b1Q1
2
十九Q2F2十2kQ1Q2F)

の形を取っている。かかる部分効用関数を想定

すると， (4)式で表されるような逆需要関数を導

くことができるであろう。上で与えられる部分

効用関数を仮定すると，アメリカの消費者余剰

t土

εA=U(Qh Q2F)ーρlQl一ρ2FQ2F

で与えられる。次にアメリカの企業利潤は (ρ1

-Cl)Qlに等しい。ここで，固定費用は便宜的

にゼロと考える。これはVERのケースとの比

較が我々の興味の中心点であるので，固定費用

の絶対額は何らその場合重要ではないからであ

る。最後に，我々はアメリカ政府の関税収入を

考慮しなければならない。一自動車に対する関税

率は2.7%であるので， これに自動車価格を掛

けることによって一台当たりの関税額 tを計算

することができる。それ故，政府の関税収入は

tQ2Fに等しい。

同様にして， 日本の社会的厚生を計算するこ

とができる。日本では，簡単化のため輸入車は

存在しないから， 日本政府の関税収入はゼロで

ある。しかし，企業の利潤に関しては，国内販

売によるものと輸出によるものとの二種類があ

る。即ち，(ρ2D-C2)Q2D と(ρ2F-t-fーの)Q2F'
である。他方，消費者余剰に関しては

CJ=V(Q2D) -ρ2DQ2D 

ここで、，

V(Q2D) =ωzD-;ωl)2 
である。それ故，国内販売による利潤をP/及

び輸出による利潤を P/で表すと， 日本の社会

的厚生は以下のようになる。

WJ=CJ+P/+P/ 

2. 需要関数のパラメーターの推計方法

前節で，我々は自動車に対する需要関数を(1)

から(3)式，あるいは(4)~(6)式によって与えた。

そこでは AhA2' A2'， Bh B2' B2'， 及び

K (同様に ahα2，aZ" bh b2， b2'，及び k)

の7つのパラメーターがある。ここでは， これ

らの7つのパラメーターの値を(1)から(3)式まで

を単純にリグレッションして求めるのではな

い。1.1節で、行ったように，我々は三種類の弾

力性を定義することができる。しかしながら，

我々の仮定する線形の需要関数のもとでは，ア

メリカにおけるアメリカ車と日本車の相対的需

要はそれらの相対価格のみの関数とはならず，

一般的には代替弾力性を計算することは出来な

い。従って，線形の需要関数のもとでも代替の

弾力性が計算できるための制約条件は，以下の

ようになる。

ρ1 (A2B1 + A1K) =あ(A1B2十A2K)

この制約条件が成立すれば， 代替の弾力剤 e，
は次のように計算される。
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会主方，

e-M1144 S~--Q-;-T 

eTD=;一一 (B1私生B迭と乏症t!J.pn一一一。ー(A1ρz十A2P2F)一(BIPI2-トBzPl'2-2KTIPl') 
及び

6 出B2'-~:;
と許算される。それ紋，三本の需要隣教に担え

て部本の方謹式が加えられたから，我々は7つ

の需要パラメーターを計算することが出来る。

3. 資料の鋭明

蔀節で見たように，我々が需要警パラメー

ターや総推測変動の指数を計算するのに必要と

されるデータ札{語格，数量，及び費用に関ず

るものである。最初に，アメリカ王手の餓格 v'I

The U'S.Automobile Industry， 1983より

求めた。Dixitは最瀦関説，及び最滴補助金を

したいので〉工場で生産された単位価格を

している。しかし， 自動車の生産活動から

生じる社会の科j障は市場髄格の方が望ましいで

あろう o勿論，我々の短絡の鑑は Dixit

る健よりも大きい。アメヲカに輸出されるお本

主容の価格に欝Lては，我々は Crandal1(1987) 

から引用した。彼は日本車の髄格を計算するに

あたって為替変畿も十分考厳して計算している

ので，ここに用いることとした。次に， 日

の{価格に対しては，基本拾には右錨証券報告書

の乗用車の巌売実績な生産数量で測ることによ

って，乗用車の機格を求めた。その擦，我々は

ト三タ， 日産，ホンダ，マツダの上泣詔設の有

価証券報告警合使用したので，各企業の生産す

る乗用車の単位髄格に販売実績のシェアを掛け

ることによってウ L イトづけをおこなった。こ

れら盟社を選んだのは，これらの食繋が醤内販

売及び輸出において日本の自動車生産で主要な

位置を高めているのみなら子¥，

工などの軽自重さ車中心の会社とは範際警官ピ異にす

ると殿、われるからである。いずれにせよ，上泣

占めるシ$アが絶対的に大きいので，我

々の処理の仕方が結果に大きな援兵を生じさ4き

るとは患われない。又，罷内{務格をド

変換するため， IMFのおternationalFi的・

ancial Statistics レート した。

次に，限界費用の計算については，アメ予カに

してはDixitと筒様の方法た線吊した。部

ち，Census of Manufacturesで発行されて

いる産業分擦の中の SICcategory 3711 (Mo剛

tor Vehicles and Car Bodies)から

?こ占める材料費及び労務殺を計算し，この割合

が髄絡の中で可変的な部分として市める下援で

あるとしている。従って，この下限にある適当

な額を加えることによって， central case及

び highercaseを考えることができる。我々

はこの数植を StatisticalAbstract of the US 

1986より求めた。それらの1980から1983まで

の数確は，それぞれ以下のように与えられる。

1980 1981 1982 1983 

。審984 0.888 0.88 0.856 

日本の犠界費用の計翼手は潔{備計算報告識のな

かの製品菱重造謀緬明締表より材料費と労務費を

したものに，損益計算書の売上高に占める

乗用車の販売額を掛けたものを下限とじた。こ

れに適当な類宅ど加えることにより， central 

caseとhighercase宏考えることができるG

又，アメ手カに輸出する際の議送費はDixitと

500ドんとした。関税率に摸しては， 日

本の圏内価格の2.7%を単位当たりの罷税額と

した。最後に，乗用車の生産額，及び輪出震をに

関するう〆…タ・ソース念演らかにする O プメヲ

コむの生産量，及び日本からの輪出量に関しては

ず'heU・S.AutomobileIndustry 1983から

求めた。日本の生産最に関しては，有j直言E券報

告書より持られるであろう。

以上より，我々の使用するデータは以下のよ

うに与えられる。



28 (28) 経済学ー研究 38-1 

Iう1

P2F 

P2D 

Ql (百万台〉

Q2
F
(百万台〉

Q2D(百万台〉ー

Cl 

C2 

表1、 ーや
『ー¥

、ー

|1蜘 1矧胸 1蜘

6，771 7，603 7，978 8，279 

5，976 7，077 7，766 7，790 

4，139 4，613 4，378 4，911 

6.58 6.21 5.76 6.80 

1.91 1.86 1.80 1.92 

2.85 2.87 3.04 3.14 

6，053 6，752 7，021 7，087 

3，334 3，581 3，453 3，923 

従って，我々は限界費用の下限 (L)，中心 (C)，

及び上限 (H)を以下のように定める。

cl(L) 

Cl(C) 

cl(H) 

c2(L) 

Cz(C) 

c2(H) 

1980 1981 1982 1983 

6，000 6，800 7，000 7，100 

6，400 7，200 7，400 7，500 

6，600 7，400 7，600 7，700 

3，400 3，700 3，500 4，000 

3，700 4，000 3，800 4，400 

3，900 4，200 4，000 4，700 

これで基本的なデータは総て求められた。次

に， 自動車の輸出自主規制による社会的厚生に

与える効果を計算しよう。

4. 輸出自主規制による社会的厚生への効果

この節では， central caseのみを考えるこ

表2

Al($mi1l) 

A2($mi1l) 

Az'($mi1l) 

B1 
B2 

Bz' 

K 

。l(thou)
a2(thou) 
αぶ(thou)
b1(10-4) 

M10-4) 

bよ(10-4)

k(10-4) 

1980 1981 198:2 1983 

13.16 12.42 11.52 13.6 

3.82 3.72 3.60 3.84 

5.64 5.95 6.16 6.37 

1，170 995 890 997 
574 468 410 431 

681 634 704 648 

225 191 173 182 

13.54 15.21 15.96 16.56 

11.95 14.15 15.53 15.92 

& 28 9.23 8.76 9.82 

9.24 10.91 12.24 10.86 

18.83 23.17 26.60 25.16 

14.68 15.77 14.21 15.43 

3.61 4.46 5.17 4.60 

とにする。他のケースについては付録で取り扱

うこととする。需要関数のパラメーターに関し

ては，それらの計算の仕方は既に2節であきら

かにされているので，ここではそれらの手順に

したがって計算すると，表2の結果が得られる

であろう。

さて， これらの情報をもとにして，企業の利

潤極大条件，帥， ω及びω式により，それぞれ
1980年の V!， V2F，及び V2D を計算すること
ができる。

V1 = 56. 383 x 10-6， 

V2F =950.077 X 10-6， 

V2D = 155. 662 x 10-6 

もし，企業がクールノーの仮定を満たして行動

しているとすると， 我々は Cournot-equiva-

lent な企業数を計算することができるであろ

う。それらの値に*印をつけると

n1* =16.3896， 

n2 * = 1. 9824， 
n2'* = 9. 4304 

と求められるであろう。これと対比するうえ

で，実際の企業数を計算しなければならない。

我々は symmetricな状況を考えているので，

実際の企業数をこれに充てることは出来ない。

それ故，我々は Herfindahllndexの逆数を

もって実際の企業数とする。これらの値はそれ

ぞれ以下のように求められる。

n1=2.2104， 

n2=4.4791， 

n2'=4.1309 

これらの数値を比べると，我々はアメリカ市

場ではアメリカ企業は競争的であることが分か

る。これに対して，日本の企業行動は興味深

い。日本企業は圏内市場に対しては競争的であ

るが，輸出に際しては協調的に行動しているよ

うに思われる。

さて，同様の計算は1981年以降にも適用され

るが， この場合日本企業が輸出する際に彼らは

寡占的に行動して輸出量を決定できるのではな

く，彼らの輸出量は割り当てられていることに
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1980 1981 1容器2 1983 

10.54 12.98 14.38 14. 91 

5.83 6. 75 6.74 7陣容2

1.24 1.79 1. 78 1.63 

3.47 4.44 5.86 5‘46 

30. 73 33.67 34. 25 42. 18 

27.98 30. 19 29.97 35.79 

2.44 3. 12 3.91 5.98 

0.31 0.36 0.38 0.41 

対米自動車事露出自主規制jの経済効泉 小野

注意しようo従って， (8)式で与えられている限

界条件は成立しない。それ故，我々はアメリカ

市場におけるアメ手カの企業数と日本の企業数

のよと較ができるにすぎない。それらの計算結果

は以下のよう られる。

1981 1982 1983 

nl場 13.4676 10.3吉47 8.41 

3事1 2鍵2816 2. 2573 2.3466 
nzz* 7.5262 乞5776 9.6061 

銘2' 4.0825 4. 1124 4.0320 

上の数字と1980年の数字合比較すると，ある

穫の機勢:fi:'読み取ることができるであろう O 即

ち，アメリカ市場では， 日本の自主競?測によっ

てアメザカの企業は競争の夏合いセ減じている

ように思われる。これは代替告さな日本の輸入率

の供給がー恕に抑えられたことにより，アメリ

カの企業が今まで程競争しなくてよL

まれたからであろう O 彼方， 日本企業は喪主規

制の当初は寡占者間二とが議露出な持動を歌った

と!思われるが，知83年になるとこのころから陣

内市場の販売にカを註ぎ市場がより競争的にな

ったと思われる。

間楼のことを，もし競争的な市場で祭器の

symmetricな企業がクールノーの依淀を満た

ように寡占的に行動したとしよう O この場合

諜懇的状況における岳動率のイ閣議は現実の価格

よりも高く求められるであろう。協語的な場合、

はより議い績が得られることは容易に分かるで

あろうo

1980 1981 1告82 1983 

Pl 8，325 9，317 9，672 9，872 

Pl 6，771 7，603 7，978 8，27語

P2F 5，279 7，777 8，482 8.634 

ρJ 5，976 7，077 7，766 7，960 

P2D 4.592 5，028 4.769 5，478 

ρ♂ ふ139 4.613 4.378 4.911 

ここで，“^"印は援想的な状況に対認する{蹄

格を表す。

最後に， 日本及びアメリカの社会的厚生を許

しよう o

1980年に演しては. Dixitもアメリカ

的厚生と阪本企業のアメリカにおける

えているので，これらの数値と対比してみよ

うoDixitの与えた数鐙は以下のようである。

WA. = 27. 042. CA.=24.840， P.4=2.021 

GA=0.182， P/=O署6

Dixitの与える結果は我々の推定した結果と

較べると underestim試合されていると思われ

るo この最大の理由は，我々の使用している鑑

ータがDixitの与えている数髄よりもかな

り大きいからである。例えば， Dixit によって

与えられている語格は，それぞれ1九=6，407及

びP2F出 4.130であるが，我々の数懐は Plに
関しては370ドノレ糧，P2Fに至っては 1，800ド
ノレ以上も高いのである。詫って， このことが我

々の推定した数銭安Dixitの場合よりも大きな

ものとしている。しかしながら，全体に占める

個々の要紫の割合を計算してみると，我々の結

果とDixitの結果には大畿のない事が分かる。

即
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小野

最初に， 日本において治主規制を行った際の

社会的厚生について，その変記を鐸べてみよ

う。全体としての社会的淳生は， お主規制lの状

洗においても増加していることが判るであろ

う。この中で，消費者余罪事j試総対額で大体増加

傾向にあるのにたいして，関i今薮売による

は減少傾向にある。これと異なる欝きたしてい

るのが，輸出による科識であり a 自主規制後
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1981年及び1982年と大綴'iC増加していた利、興が る。

1983年には減少している。この理由は， 1983年

において臼本企業‘が匿舟市場に販路を求めてよ

り競争的になった結果と， 1983年における

磁の圧i患があると思われる。上で与えられた結

果を相対的な割合で援すと， どうなるであろう

カミ。

% 

CJ/WJ 

P1J/WJ 

P2J/WJ 

1980 1981 1982 1患部

55.31 52‘00 46.87 52.45 
11.76 13.79 12.48 10.93 
3292 34.21 40.75 36.62 

]二の表から判ることは，器内販売による耗識

の結対的割合が額次減少していることである。

次に，アメリカの社会的車生に付いては侮か

鋭向が存在するであろうか。絶対額表示ではア

メリカの社会的車生は増加の一途をたどってい

る。しかし， この傾向は総ての要素にど器て詰ま

るのではないc鍔えば， 1982年において消費者

余剰は欝年度よりも減少しているのである。し

かし，この減少を撞うほどの企業料濯が在った

のである。日本の自主規制jによるアメリカの社

会的翠生の分配上の効果にたいしては，語対的

割合でみると分かりやすいであろう。

% おお 1981 1982 19路

CA/WA 

PA/WA 

GA/WA 

91.05 89.66 8~50 84.85 
~94 9.27 11.42 14.18 
1. 00 1. 07 1. 11 1. 15 

j二の表は明らかなi駁肉を示している。演費者

余剰に関しては，自主規制後誠少銭高にある。

他方，分離j二この減少部分を揚っているのが企

接持?曹の増加である。突って， 自主規?訴の効果

はアメリカ緩濯によりよく現れている。

5. 仮想的状況一一暢商主規制の存在しない

干場合の社会的厚生への効巣

もし， 尽本の自動車自主規犠が行われていな

ければ，我々は(1)ぺ3)，及び純一帥式より話下の
行列表示の二守護式体系，凶，きと得ることができ

B1 -K 1 
¥ ~K B:-~ 

O O O /ρ1J ( Al 
1 。O 貴重F

i必I0 O 
。o B2' 0 Ql A2' 

Q2F 1 o -V1 0 o O Cl 。1 。-mOiih' C2十tcげ

¥ 0 O 。O l-VzD)，Q2Dノ C2 
この行列表示の中で， もし VZF の{霞を女官る

ことができれば，我々は告主規制のない状撃の

もとで、の価格や数量を設定することができる。

しかし.1981年から1983年までの期間において

は我々は V2F の鑑は知らないが，その値を
近似するのに二つの方法がある。

(1) 自主規制の結果によって， Cournot-

equivalentな企業数は変イヒするかも知れな

いが，結、推測変動，Vょ の穂は安躍的であ
る。即ち，我々は1980年の値合能用ずること

ができる。

(2) 自主規制の結果Cournot-equivalentな

企業数は変悲しないが，韓議欝変動は変化す

る。即ち， ら計算されるんの値

をすんで夜2ることによって，変fとする VZFの

鑑を計算することができる。

議初の方法によると，Vlの{室は950.077x 

10一容である。 この盤念行殉表示凶に代入する
日一一-一一一一一γ…

1982 1983 事bi11ion1981 

WJ ! 12. 568 13.347 14. 710 
975) (14. 385) (14.908) 

CJ I 6.745 6.743 7.818 
(6.745) (6.743) (~818) 

P1J I 1.7告2 1.780 1.628 
1(1.792) (1.780) (1.682) 

P2J I 4. 031 4. 824 4. 725 
(4.438) (5.861) く5.必3)

WA I 34. 509 36. 488 43. 652 
(33.668) (34.24的 (42.180)。I31. 068 32. 344 37. 400 
(30.189) (29.966) (35.790) 

PA I 3. 048 3. 672 5. 773 
く3.124) (3. 905) 註77)

GA I 0.394 0寮472 0.479 
(0. 355) (0. 377) (0. 
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と，我々は自主規制の存在しないもとでの社会

的厚生を計算することができる。それらをVE

Rのケースと比較して書いてみよう。

上の表より， 日本が自動車の自主規制をしな

ければ， 日本経済の厚生は必ず低下しているこ

とが判る。この原因は，輸出からの利潤が減少

していることによる。これは一見奇妙に思われ

るかも知れないが， 自主規制の無い競争状態で

は輸出量は増加するが価格は低下して利潤を圧

迫するのである。例えば， 1981年では自主規制

がなければ輸出量は二百万台を超えて約206万

台であるがは，価格は6，648ドルに低下して結

果的に利潤が減少するのである。他方， 自主規

制によって日本の消費者余剰や国内利潤が何ら

影響を受けないのは，モデルの特殊性による。

即ち， 日本における自動車の圏内価格及び園内

販売量は，圏内での需要関数と需要の価格弾力

性の二本の方程式から決定されるのである。

さて， 日本の自動車自主規制のない場合のア

メリカの社会的厚生の変化に関しては，明らか

な傾向が認められる。即ち，全体の厚生は年々

増加していることが判るが，その厚生を成す個

々の要素に関して検討してみると，それらは共

に増加しているように思われる。しかし， 自主

規制の存在する場合と存在しない場合を比較す

ると，興味深いことが判るであろう。第一に，

消費者余剰に関しては， 自主規制のない場合の

方が常にある場合を上回り，その差は1981年に

は8億79百万ドル， 1982年には23億78百万ド

ル，そして1983年には16億9百万ドルとなって

おり， 自主規制の消費者に与える効果がネガテ

ィブであり， しかも無視しえないほどのもので

あることが判る。第二に，消費者余剰の場合と

は逆に生産者の利潤に関しては， 自主規制の存

在する場合の方が常にない場合を上回ってい

る。 1981年には76百万ドル， 1982年には2億33

百万ドル，そして1983年には2億5百万ドル

と，消費者余剰の増加額ほどではないが自主規

制によるベネフィットは大きいといえるであろ

うO 最後に，政府の関税収入に関しては自主規

制のない場合の方が常に大きくなっているが，

これは自主規制のない場合の単位当たりの関税

率の減少を輸入量の増加で補っているからであ

る。

さて，次に第二の方法を検討する。この方法

によると， 1980年の n2*の値は 1.9824である

から，この数字を使用して V2F を計算すると，
1981年から1983年までの値は以下のようにな

る。1， 106. 9， 1， 342，及び1，268. 9である。こ

れらの値を行列表示 (A)に代人すると以下の

結果が得られる。

1981 1982 1983 

wJ 10.616 11. 146 11.527 
CJ 6目745 6..743 7. 818 
PjJ 1.792 1.780 1.628 
P2J 2.079 2.623 2.082 
WA 37.206 39.414 47.074 
CA 33.862 35.408 41.074 
PA 2.848 3.433 5.394 
G1 O. 497 0.573 O. 606 

上の表で得られた結果を分析すると，最初の

方法と同様の傾向が消費者余剰，生産者の利

潤，及び政府の関税収入に当てはまることが判

る。しかし，消費者余剰や生産者の利潤に関

して， 自主規制のある場合とない場合での変化

額は絶対額で大きくなっている。例えば，消費

者余剰に関しては， 1981年には36億73百万ド

ル， 1982年には54億42百万ドル，及び52億84百

万ドルと，消費者の自主規制によって被る被害

は非常に大きくなっている。これらの数値は，

Collyns and Dunaway (1987)が推定してい

る数値よりも大きくなっている。彼らの推定値

は1981年から1983年までそれぞれ16.5億ドル，

41. 1億ドル，及び44.8億ドノレと与えられてい

る。我々 は， Crandall (1987)によって与えら

れた日本の自動車の国内価格を使用して，同様

の方法で自主規制による社会的厚生への効果を

計算したことがあった (Ono(1988))。この試

算によると， 自主規制による消費者余剰の見込

み減少額は， 1981年は12億35百万ドル， 1982年
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は28議33百万ドノレ，そして1983年は22s意44a万

ドルて、あった。我々の穫期している盟内{総務の

数績は， Canda誌の数値よりあ一銭的に小さい

ので，このことが消費者余剰の数彼女押し上げ

ていると患われる。しかしながら，我々の結果

は第一の方法と第二の方法で自主規

舗による社会的厚生の変化を計潤す

られる結果にかなりの相兵が見られること

る。この和泉は患主規制によって総換制変動と

Cournot-equivalent number of firmsのい

ずれかが安定的であるかに依存するであろう。

6. 自主ミ規君主jのもとでの相対的考察

1 費用格差と競争力

は， これまで centralcaseの分析を主

として行ってきた。この節では， 日本とアメリ

カの企業の間で費用の楚が縮小した場合の一例

として， 白木の費用は centralcaseである

が， アメザ tJの襲用は lowercase (higher 

case)である場会合考える。一節で述べられた

方誌な使用して，プメザカの費罵を指示された

ように換えると，アメリカにおける Cournot-

equivalent number of firmsは以下の表の

ようになる。

1号81 1982 1983 

low日rcase I 8. 4361 7. 2061 6. 2724 
central case I 13. 4676 10. 3き47 8.4132 
high邑rc説書記 I 22.3572 14.7439 10.8913 

上の表から明らかなように， 岡本企業に対し

てアメリカ企業の郭摺率が低下すると，アメリ

カ市場での企業開の競争力は激化する。この影

響は， もしj二で指示された企業数がグ…ノレノー

の想定する在勤をとったならば，それらに対rr;.

ずるアメりカの爵内題格が以下のように変記す

lower case 
central case 
higher case 

1981 1982 1983 

9，109ト。ノレ ゑ464ドル 9，662ドル
9，318 9，672 9，872 

9，457 .9，810 10，013 

ることも務る。

競争釣な状態がクールノ…の仮

定を講たすように宥重きしたとiれ より競争的で

あればより高い館絡を導くという我々の前述の

と一致している。さて，アメ予カ企業の費

用閣での比較霊位性が減少すると，アメリカ市

場での競争は激化することは判ったが，日

:業のアメリカ市場における

饗を与えるであろうか。日本企業のアメザカに

対する輸出はある枠内に規製されているが，ア

メリカの企業が市場の競争の度合いに応じて題

格を変化さぜるので， 日本企業の販売櫛格の設

定にも影響を与えるであろう O アメリカ

の費用面における比較鍾位性の日本企業の輸出

師格に与える態饗は，以下のように推定され

る。

1容器1

lower casを I 7，692 
central c設告患 i 7，777 

7，834 

1982 

8，394 

8，482 

8，540 

工合意3

8，546 
8，634 

8，694 

より，アメヲカ企業の比較縫位性の誠

少は，たとえ日本企業の輸出枠が一定に決支っ

ているとしても， 日本企撲のアメ予カ

行動をより競争的にするであろう c

2. 務力投の効果

狭々はこれまでDixit と閥様に eTD=l， es 

及び e=1の場合のみを中心にして考え

てきた。この欝では，弾力性の鐘の変化が企業

の市場行動や社会的厚生に与える効果について

考察する。殻i7Jに eTDコ=1，及び es=2

して e=0.5，1. 0及び2.0の場合を考える O

の単純なモデルでは需要の髄格弾力性と

Cournot-equivalent number of firms及び

消費者余務iの間には以下のような簡単な関係が

ある。

e=Tllb2'QzD及び

(ρ2D-C2)Q2D叩 CQzD)2VZD

総推itlU変動の指数である VZD の飽はよと式の読

者より求められるから， その V?で bz'λ 主主諮
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ることによって Cournot-equivalentnumber 

of firms 的'*が求められる。即ち，上の関係

から明らかなように，需要の価格弾力性の値が

大きくなればなるほど nz.*の値は逆比例的に

小さくなり市場は競争的になる。しかも，消費

者余剰は同様の理由によって小さくなる。例え

ば， 1981年を例にとると以下のようになる。

nz' 消費者余剰(CJ)

e=0.5 

e=l. 0 

e=2.0 

13.49 

6. 745 

3.373 

15.0525 

7.5262 

3.7631 

これらの定量的な結果は，他年次に於いても

同様に成立するので省略するが，上で述べられ

た定性的な特徴については十分留意する必要が

あるであろう。

さて，アメリカの自動車市場における需要の

弾力性の変化が，企業の市場行動やアメリカの

社会的厚生に与える効果を調べてみよう。最初

に，総市場弾力性の変化を考察してみよう O 従

って，es=2及び e=lは固定されているとし

よう。クールノーと同値の企業数は以下のよう

に計算される。

1981 1982 1983 

eTD=0.75 I 17.4076 13.4021 10.8824 

eT.刀=1 I 13.4676 10.3947 8.4132 

eTD = 1. 5 I 9. 5276 7. 3872 5. 943θ 

上の結果は，総市場弾力性が大きくなればな

るほど，自動車市場では競争の度合いが減少す

ることを表している。この弾力性の消費者需要

に与える効果は非常に大きし、。

消費者余剰 (CA)10億ドノレ

eTD=0.75 

1981 

43. 73 

30. 19 

20. 13 

1983 

47. 72 

35. 79 

23.86 

eTD=l 

1982 

39.95 

29.97 

19.98 eTD=1.5 

最後に，アメリカ車と日本車の代替の弾力性

の企業の市場行動や社会的厚生に与える効果に

ついて考えてみよう。このため，総市場弾力性

や日本の需要の価格弾力性は標準的な場合に固

定する。我々はCournot-equivalentnumber 

of firmsをアメリカの場合に計算すると，以

下のようになる。

es=1.5 

es=2.0 

es=3.0 

。。一。。。
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上の表から明らかなように，アメリカ車市場

では自主規制が継続する結果，競争の程度は減

少している。この傾向は総ての代替の弾力性の

値を所与とした場合に成立し， しかも代替の可

能性が大きくなればなるほど同様の傾向が成立

するのである。しかし， この代替の弾力性の変

化は日本とアメリカの社会的厚生には何等影響

を与えない。

7. 結 言命

これまで，我々は centralcaseと呼ばれる

場合を取り扱ってきた。(これ以外の場合につ

いては付録で検討する。)我々の得た幾つかの結

論は以下のようにまとめられる。我々はDixit

のモデルを使用して， 日本の自動車自主規制が

日本及びアメリカの消費者や生産者に与える影

響を考察した。その結果， 1980年から1983年ま

でを例にとると，社会的厚生は日本でもアメリ

カでも絶対額で増加していることが分かる。し

かし， 日本に関しては，オーバータイムに増加

している項目は何も無い。即ち，消費者余剰に

関しては， 自主規制によって1980年から1981年

にかけて大幅に増加しているものの， 1981年か

ら1982年にかけては徴少ではあるが減少してい

る。圏内販売による利潤に関しでも， 1980年か

ら1981年にかけて一時的に利潤が増加したもの

の， 1982年以降は減少に転じている。輸出によ

る利潤に関しては， 自主規制後増加傾向にあっ

たが，一転して1983年には減少している。従っ

て，自主規制の所得分配上の効果に闘しては，
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新定的な結論ヲピ導きえない。飽ガ， アメザカの

社会的厚生に関しては，年々絶対額では増加し

ているものの，消費者余務に関しては1981年か

ら1982年にかけて余剰は棋少している。しか

し，注目すべきは生産者の利潤が一貫して増加

していることであり，更に全体に占める生産者

科講の割合が年々増大していることである。そ

れ故， 日本の自動車自主競?誌による明白

者はアメザカの自動車金援者であるといえる。

次に， 我々はDixitのそデノレをJiC;惑して， 自

主規制の行われない場合の社会的際金を計算し

た。この計算の方法には，総披測変動の指数が

安定的な場合とグールノーの援定を満たす企整

数が安怒的な場合のご通りがある。いずれの方

法によっても日本の謂費者余痛や器内膜捷利j障

には影響を与えないが，輸出からの科識にたい

しては密主規制のある場合と較べると科溜額は

減少している。これは，自主規制の存在しなし

会の競争的状況においては，主主遺物嫡格が低下

してたとえ輸出量が増加しても潤濃の低下を補

えないからである o し， Cournot-equivalent 

number of firms n2 * が安定している場合，

即ち，総推illiJ変動の指数が安定している場合よ

りも大きな織をとり，かつ変イとしている場合，

では輸出からの日本金業の利潤は安定的な場合

よりも小さL、。より興味深いのはアメザカの社

会的厚生への効果で、あろう C アメリカの消費者

余剰は自主規制後1982年に前年よりも減少して

いるが，もし!3主規制が行われなければ，前年

よりも増加しており，更に絶対額で各年度の自

主議録!のもとでの消費者余剰よりも大きい。他

方，主義護者の利潤は自主麓?婦の行われない場合

に自主規鋭の場合よりも小さくなっている。こ

れらの傾向は上のヱ通りの方法で共に成立する

が，それらは総援灘変動が変化する第二の方法

される。郎私第二の方法の下では

消護費者余剰の増加はより大きし生産者の科講

fiよりd、さくなるO

次に，我々は本議文で捜用している費用や弾

力性の舗に闘して十分な正当性がないことか

ら，幾つかのケースを考えた。この結果，もし

アメ予カの企業が技術進歩等の理由により単位

りの費用が減少すると，この効果はー諜に

アメリカ企業畿でに及ぶから，アメリカ企業の

市場における行欝はより協調的となることが判

った。弾力性に関しては， 阪本の市場形惑や消

費者余裁に大きな影響を与えるのは需擦の髄絡

弾カ性の大きさであり，強方アメ言カに関して

は斡市場弾力設の大きさでるることが判る。

最後に，我々の得た結果は，総て自主規制と

いう政策が何ら欝要構造のパラメーター

を与えない費 という仮定に依換している。この

鎮定が妥当しなければ Lu凶器による批判はそ

のまま我々のそデんにも当て様まる。しかしな

がら，我々の結果なそのままの形で議Fきできな
いにしても，上でのベたき主規制による効果に

関しては裁ね成立するように思われる。

付 録

我々捻これまで主として centralcaseを中

心に議論会者った。ここではそれ以外のケース

に関して検多J'-Tることを図的としているが，紙

面の都合により日本にとって一番興味諜い日本

会繋が綾用面で比較鍵伎を失った場合を検討す

る。簿ち，日 は higherca悦にあた

り， アメヲコ与の繋周が lowercase にあたる

場合である。このような変化は繋要関数の形状

や弾力投の僚に符ら影響~与えないので，

言喜数の緩々のパラメーターの値は本論文で与え

られた{震と荷ーであることに主意しよう。

最初に， グーノレノーの仮定を灘たす企業数をと

計算してみよう。

1981 1982 1983 

匁戸 I 8. 4381 7. 2061 6. 2724 
向噌 ，11.1717 11.5部8 23.2467 

上の表より，アメリカ市場では密主規制の結

果麓争の度合いが減少してより協議告となり，

日本市場ではより韓争的になっている， という
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傾向は本論文中で指摘したとおりであるが，そ

れらの傾向はアメジカ企業が栢対告さに費用面で

比較鑓位に立つことにより強められる結果とな

っている。

次に， 自主規制後日本とアメ担カ

生がどのように変化したかをみることとする。

それらは表Alにまとめられているが，容易に

分かるように， central case と絞ベて日本の

社会的淳生は減少しアメ Fカの社会的車生は増

加している。しかし，倍々の婆紫を検討してみ

ると，変化しているのは日本とアメヲカ

る科業利潤であることが分かるであろう。日本

企業の限界費用が高くなることにより，日本企

アメリカ市場で競争力を失うが，問時に爵

内での耗務率を下げて園内競売と輸出による耗

潤を共に減少させるのである。

苦笑A1. e主録制後の社会的厚生の変化

1981 1982 1983 

絡が 12.018 13.408 13.377 
CJ 6.745 6.743 7.818 
P1J 1.208 1. 164 0.673 

P2J 4. 066 5.501 4.887 
W.4 35刷531 35.977 44.22ゆ
CA 30. 189 29.966 35.790 
p.1 4.987 5.633 8.017 
GA 0.355 0.377 O. 413 

最後に， 自主鏡裂が行われなかった場合の社

会的感受三の変化を見てみよれこれには畿推期

変動が安定的な場合と終J が安定的な場合が

あるが，ここでは前者の結果をまとめておく。

とこの場合， higher costに対感ずる V2F の値

は845.365 x 10-6である。

吉主規懇uがなければ， お本企業は輪出頭での
収益きと大韓に低下させることとなる。地方，ア

メリカの企業は自主規制によって恩恵な受けて

いることが判る。しかし，これはEI主規制によ

る議費者の損失とは較ぶべくも無い。 1982年に

還後A2合 自主競紛のない;場合の社会的感主主の変化

1981 1982 1983 

移rJ 7.971 7.928 8.510 
CJ 6. 745 6. 743 7.818 

P〆 1. 208 1. 164 0.673 
P2J 0.018 0.021 0.020 
W.4 40.593 43. 178 50.247 
CA 35.633 37.769 42.488 

4.411 4.773 7.113 

0.549 。裏636 0.645 

は， 自主税務jによって消殺者余剰は約80鰭ドル

近く滅少しているのである。

この付録の議論民饗弟関数に関する正確な

情報が我々の分析にとって非営に議事きであるこ

とを物語っている。

参考文献

。)Collyns， C. a nd Dunaway， S. (1987)，“The 
Cost of Trade Restraints : The Cas巴00丘p-
anese Automobile Export器 tothe United 
Stat回， .. IMF Staff Papers 

。)Crandall， R. W. (回87)，"The Eff告ctsof U. 
S. Trade Protection for Autos and St忠告l，"
Brookings Papers 0まま Economic Activity 1 

(3) Dixit， A. (1987)，“主‘ariffsand Suasidi邑S
under oligopoly : The Ca昌eof US Automo. 
bile Ind波書try，紗 in Protectio滋 andCompeti崎
tionin Inte狩tationalTrade : Essays inHonor 
01 W.M Corden， eぐlited.by H. Kierzkowski 
(4) Dixit， A. (1986)，“Optimal Trade and In-
du事trialPolicies for the US Automobile 
Industry，" mimeo.， 

(5) Feenstra， R. C. (1985)，“Automobi1e Price 
and Protection: The U. S. -Japan Trade 
Restraint， .. Journal 01 Policy Modeling voI. 
7. 
。)Ono， H. (1988)，“Welf設問Effectsof Jap器I泌総
Voluntary Export Con器traintfor Automo-
bile話1981-1983，" mi桝 eo.， 

法〉ヌド論文の作成にあたっては，資料の滋速やコンピ
ュータ処理主に関して本学大学院銭高機誠一君のご
めカマピ得た。ここて、感謝の君主々 淡したい。



 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 7.165 x 10.118 インチ / 182.0 x 257.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ（オプション）: 'オリジナル'
      

        
     32
            
       D:20071025181350
       728.5039
       b5
       Blank
       515.9055
          

     Tall
     1
     0
     No
     511
     265
    
     None
     Up
     0.0000
     0.0000
            
                
         Both
         AllDoc
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     0.0000
     Top
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus2
     QI+ 2.1a
     QI+ 2
     1
      

        
     13
     14
     13
     14
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base



